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○ 補助限度額の引 き上げ（※）、戸当たり限度額（現行： 一般

の市町村で１,６５５万円）の不適用（交 付率３／４）

・本事業は災害が発生した地域等において、住民の居住に適当でないと認められる区域内の住居の集団移転を支援
するもの

・東日本大震災の津波により、被災地域が広域に及び、都市によっては都市機能が喪失するような甚大な被害が生
じているところ

・被災市町村では、被災地域から安全な地域への集団移転を含む復興計画が策定されつつある

被災自治体に対する財政的支援の充実

① 住宅団地の用地取得・造成費について、移転者等に分譲する場合も分譲価格（市場価格）
を超える部分を補助対象化

② 住宅団地に関連する公益的施設（病院等）の用地取得・造成費の補助対象化（有償譲渡等
の場合は①と同じ取扱い）

多様な用途の立地を可能とする移転への対応

○ 住宅団地の規模要件 の緩和（１０戸以上→５戸以上 ）

○ 市町村による移転元 の区域内の土地取得要件の緩和 （農地・
宅地すべての 買取り→住宅用途以外の買取りは義務とし な

い）

円滑な事業実施への支援

※ 住宅団地の用地取 得造成費：地域の実情に応じ た造成費見合 いの加算。更に、これを超えた場合でも、個別認定で補助可能に。

移転 者の住宅の建設費等に ついては自己負担。借入金の利子相当額補 助については４０６万円→７０８万円に引 き上げ 等

復興特区法に

おいて規定

特例措置

背景

【予算措置】防災集団移転促進事業

防災集団移転促進事業の拡充

東日本大震災復興対策本部事務局ホームページより

  
 東日本大震災で壊滅的な津波被害を受けた市町で

は，速やかな復興に向け復興計画の策定が進められ

たが，その根幹をなすまちづくり計画に基づき行わ

れる具体的な復興事業の計画策定，事業実施等につ

いて支援を行うことにより，被災した市街地を活力

に満ちた市街地として再生することを目的としてい

る。 
 
 

 
  
被災した沿岸部の７市７町 
気仙沼市，南三陸町，石巻市，女川町，東松島市，

松島町，利府町，塩竈市，七ヶ浜町，多賀城市，名

取市，岩沼市，亘理町，山元町（仙台市を除く） 
 
 

  
①復興まちづくり計画策定に対する支援 

  被災市町では被災直後において，直面する震災

関連業務に忙殺され，復興まちづくり計画を検討

するための余裕がなかったことから，被災市町が

主体となって策定する復興まちづくり計画の検討

が効率的に進められるように，県では，被災市町

の立場に立ち，計画のたたき台を作成し，提示し

た。 
 
②復興まちづくりのための財政措置等に関する国

との調整 
  復興まちづくり計画のたたき台を基に，復興の

ために必要な事業費やその地元負担を算出して，

復興まちづくりが「絵に描いた餅」にならないよ

う，地元負担を伴わない財政措置について国に要

望を行ってきたところであり，第３次補正予算に

おいて以下のとおり防災集団移転促進事業，被災

市街地復興土地区画整理事業の制度拡充等が実現

した。 
 ・防災集団移転促進事業 

    戸当たり限度額の不適用，住宅団地の用地取得

造成費の限度額引き上げ，住宅建設等助成費（利

子補給）の増額等の制度拡充が行われた。これに

より，造成単価が高額な三陸沿岸地域等における

地元負担の軽減や，被災者の生活再建に向けた費

用の軽減が図られ，集団移転が促進されることが

期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 ・被災市街地復興土地区画整理事業 

    東日本大震災復興特別区域法に基づく復興整備

計画又は復興交付金事業計画に位置づけることに

より，被災市街地復興推進地域の地域外でも，被

災市街地復興土地区画整理事業の適用を受けるこ

とが可能となった。これにより，津波被害を受け

た被災地から離れた安全な高台等に新たな市街地

を開発する場合でも事業の対象となった。あわせ

て，防災上必要な土地の嵩上げ費用（津波防災整

地費）が補助対象に追加された。
  

(３)これまでの取組み 

(２)支援した対象市町 

(１)支援の目的 

■ 国の第３次補正予算において措置された防災集団移転促進事業の制度拡充状況 
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・津波復興拠点整備事業の創設 

復興の拠点となる市街地（一団地の津波防災拠点

市街地形成施設）を緊急に整備できるよう市町の用

地買収方式による宅地造成ができる制度が創設され

た。これにより，商業者や事業主に宅地を提供し，

早期の建設投資を呼び込むことにより，市町全体の

復興のスピードアップが図られることとなる。

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

4

○防災上必要な土地の嵩上げに対する補助の導入
防災上の必要があり計画人口密度が一定以上などの要件を満たした土地の嵩上

げ費用（津波防災整備費）を国費算定対象経費に追加

○地区要件の拡充
被災した地区以外であっても，復興整備計画又は復興交付金事業計画の区域に

存する事業を対象に追加

被災市街地復興土地区画整理事業の拡充

◆拡充内容

東日本大震災復興対策本部事務局ホームページより一部抜粋

■ 国の第３次補正予算において措置された被災市街地復興土地区画整理事業の制度拡充状況 

＜整備手法の例＞

行政施設
(役所・役場)

集合住宅

医療・福祉施設

住宅・公益系

避難塔

工場

加工施設

倉庫
業務系

港湾エリア

公共団体等 － 全体の用地の取得・造成、道路等の公共施設を整備

民間 － 公共団体から用地の譲渡を受け、上物の整備を実施

－ 公共団体から借地して、上物の整備を実施

住宅・業務・公益等の各種施設を一体的に整備

するための都市計画を決定できることとする
（全面買収方式で整備することを可能に）

特例措置現状と課題

住宅、業務施設、公益的施設（学校・医療施
設・官公庁施設等）等、都市機能全般に甚大
な被害

【予算措置】津波復興拠点整備事業（公共施設等整備、嵩上げ整地等）

学校

津波復興拠点整備事業の創設

※津波防災地域づくり法で創設

5
東日本大震災復興対策本部事務局ホームページより

■ 国の第３次補正予算において新たに創設された津波復興拠点整備事業の概要 
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③被災市町に対する人的支援 
  被災市町では，都市計画等に精通した職員が少

ないことから，組織体制の充実のため県職員を４

町に７名，ＵＲ都市機構職員を４市４町に１５名

を派遣している。 
 
④市町の震災復興会議等への参画 

  被災市町においては，学識経験者や住民の代表

者が参加した震災復興会議等を設置して震災復興

計画の検討が進められ，平成２３年１２月まで全

市町村で計画策定を終えている。県においては，

部次長（技術担当）等が会議委員やアドバイザー

として参画するなどして技術的な助言を行ってき

たところである。 
 
 
 
 
 
 

①復興交付金事業計画の作成等に係る支援 

被災市街地復興土地区画整理事業や防災集団移

転促進事業等の実施に向けて，遅滞なく復興交付金

の交付が受けられるよう，復興交付金事業計画の作

成等についての支援を行っている。平成２４年１月

に第１回の計画提出を行ったところであり，現在は

４月上旬に予定している第２回の提出に向けて取

り組んでいる。 
 

②復興整備計画の作成等に係る支援 

事業の円滑な実施のため，東日本大震災復興特

別区域に基づき許認可手続きや事業制度等の特例

措置を受けるための復興整備計画の作成等につい

ての支援を行っている。平成２４年２月に１４市

町において復興整備協議会が設立され，５市町（石

巻市，女川町，名取市，岩沼市，山元町）で復興

整備計画が策定され，３月末に公表されたところ

である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③被災市町における事業執行体制の検討，国との協

働 
  復興まちづくりに係る事業実施の本格化に伴い，

被災市町においては事業規模，箇所数等から，相

当数の人員派遣や体制の強化が求められる。 
国からは，まちづくり事業支援として約６８名

の人員の派遣の確保が示されたが，まだ十分とは

いえないため，県では，ＵＲ都市機構や建設コン

サルタント等への業務委託を検討しているところ

であり，行政と住民の橋渡しができる専門家を含

めた更なる人員派遣や，民間委託した場合の業務

経費への復興交付金の活用について国と協議を行

っている。 
 

 
④津波避難計画の策定支援 
  宮城県震災復興計画では，大津波から人命を守

るため，海岸保全施設や多重防御施設の整備など

のハード整備と併せて，避難計画等の策定等ソフ

ト対策にも取り組むこととしている。 

  県においては，新たに制定された津波防災地域

づくり法の趣旨を踏まえながら，国が行った避難

の実態調査結果等を活用するなど，国と連携を図

りながら「津波避難のための施設整備指針」を作

成したところであり，今後各市町が震災復興計画

等の中で検討している避難計画の策定を支援して

いく。具体的には，避難場所や津波避難ビル等，

避難路，避難誘導サイン等について各市町におい

(４)これからの取組み 

内閣総理大臣に提出内閣総理大臣の認定

復興特別区域としての計画作成が
できる地方公共団体の区域

東日本大震災により一定の被害が生じた区域である財特
法の特定被災区域等（２２２市町村の区域）

特例の追加・充実
復興地域づくりを支援する
新たな交付金（復興交付金）

国と地方の協議会

・地域からの新たな
特例の提案等につ

いて協議
・県ごとに設置（地域別

等の分科会設置も可能）

・現地で開催
・復興庁が被災地の

立場に立って運営

復興特別区域基本方針
（閣議決定）

【主な内容】
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項

・復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進のために政府が着実に実施
すべき地方公共団体に対する支援その他の施策に関する基本的な方針

・ 復興推進計画の認定に関する基本的な事項
・ 復興特別区域における特別措置 等

復興交付金
事業計画
の作成

復興整備計画の
作成

・住宅、産業、まちづくり、医療・
福祉等の各分野にわたる規制、

手続の特例
・雇用の創出等を強力に支援

する税制上の特例措置
・利子補給

計画の公表

土地利用再編のための
特例

・必要に応じ、公聴会、公告、縦覧

・復興整備協議会で協議・同意

復興推進計画の
作成

東日本大震災復興特別区域法の枠組み

■ 東日本大震災復興特別区域法の枠組み 

－197－

第１０章　被災市町の復興まちづくり支援



 

 

て統一した基準等に基づき津波避難計画を策定で

きるよう，また，都市防災総合推進事業の活用に

より，計画に位置づけられた津波対策に係る施設

整備を早期に推進できるよう指導，助言を行う。 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津波避難のための施設整備指針 

～避難場所・津波避難ビル等，避難路，避難誘導サインについて～ 
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■検討結果のイメージ（リアス部／牡鹿半島以北）  

■二次避難路・救出路の検討  
◆ 盛土高について  

  ・今次津波の浸水区域内で海岸線を並行する主要道路において、災害時に緊急交通路の通行確保が必要とされる被災1 
日後の状態として、盛土高 2m 以上の区間においては、冠水が概ね解消される傾向が見られた。  
・このため、早期の通行確保が必要な避難路・救出路は、２ｍ以上の盛土構造とすることが望ましい。（１日後に冠水

解消した盛土高の下限値 2ｍに地形条件や余裕高を考慮）  

◆道路ネットワークの確保について  

 ・内閣府の調査によると、避難した地域や建物について、「その場所から移動できなかった(38%)」「救助がくるまで

に時間がかかった(19％)」というような問題が指摘されている。  

 ・人命救助及び津波避難ビル等の孤立回避のため、内陸部や浸水区域外の避難場所と浸水域内の津波避難ビル等が、

早期に通行可能なネットワークとして結ばれていることが望ましい。  
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＜平成２３年＞ 

 ４月 １日     都市計画課内に「復興まちづくり推進チーム」を設置 

 ４月上・中旬    「復興まちづくり計画（原案）」作成 

 ４月１１日～２１日 第１回各市町ヒアリング（素案提示） 

 ４月２８日     第１回復興まちづくり検討会※ 

 ５月１６日～１９日 第２回各市町ヒアリング，国土交通省直轄調査説明 

 ７月 １日     復興まちづくり推進室を設置 

 ７月１３日     復興まちづくり計画に関する調整会議（市町村連絡会議） 

 ７月２０日     第２回復興まちづくり検討会※ 

 ８月２３日～２６日 復興まちづくり計画に係る各市町及び県関係課との打合せ会 

１０月１３日，１４日 復興まちづくり計画に関する調整会議（市町個別ヒアリング） 

１０月２８日     東日本大震災復興特別措置法（案）の閣議決定 

１１月１１日～１６日 復興まちづくり計画に関する調整会議（市町個別ヒアリング） 

１２月 ７日     東日本大震災復興特別措置法の成立 

１２月１４日     復興まちづくり計画に関する調整会議（市町村連絡会議） 

１２月２２日     第１回国土交通省都市局所管事業に係る勉強会 

＜平成２４年＞ 

 １月２３日     第２回国土交通省都市局所管事業に係る勉強会 

 １月３１日     各市町第１回復興交付金事業計画の提出 

(５)まちづくり計画の策定等支援の経緯 

■避難誘導サインの検討 
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２月 ９日～１５日 復興関連事業（区画整理事業・防災集団移転促進事業）に関する打合せ会 
２月１７日     宮城県復興整備協議会の設置 

２月１７日     復興整備協議会の開催（石巻市，女川町，名取市，岩沼市，山元町） 

３月 ２日     第１回復興交付金交付可能額通知 

３月２３日     復興整備協議会の開催（石巻市，岩沼市）＜集団移転促進事業の決定は全国初＞ 

３月２６日     「津波避難のための施設整備指針」の策定（津波対策連絡協議会による承認） 

３月３０日     復興整備計画の公表（石巻市，女川町，名取市，岩沼市，山元町） 

 
※「復興まちづくり検討会」の実施体制 

 部次長（技術担当）を筆頭に都市計画課，建築宅

地課，空港臨空地域課，住宅課，道路課，下水道課，

港湾課及び復興まちづくり推進室で構成。アドバイ

ザーとして７名の外部有識者を指名。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 復興まちづくり検討会における検討状況 

■ 復興まちづくり計画に関する調整会議における検討状況 
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各市町の震災復興計画の概要 

平成23年12月末日 現在

沿岸の１５市町全てで策定を完了し，議会への報告又は議決済みである。内陸では白石市，角田市，登米市，大崎市の４市で策定を完了している。 

 

市町名 検討組織 実施方針若しくは骨子 計画期間 策定予定時期 

気仙沼市 気仙沼市震災

復興会議 

◆復興の目標 

①津波死ゼロのまちづくり ②早期の産業復活と雇用の確保 

③職住復活と生活復興 ④持続発展可能な産業の再構築 

⑤スローでスマートなまちとくらし ⑥地域に笑顔溢れるまちづくり 

H23～H32【10年間】 

（H23～H27集中復興期間）

9/30 復興計画(案）が

最終答申 

１０/７ 議会で議決し計

画策定 

南三陸町 南三陸町震災

復興計画策定

会議 

◆復興の基本理念 「自然・ひと・なりわいが紡ぐ安らぎと賑わいのある

まち」への創造的復興 

◆復興目標 ①安心して暮らし続けられるまちづくり 

②自然と共生するまちづくり 

③なりわいと賑わいのまちづくり 

H23～H32【10年間】 

復旧期 ～H25（3年間） 

再生期 H24～H29（6年間）

発展期 H26～H32（7年間）

9/１８ 復興計画（素案）

が最終答申 

12月26日策定 

女 川 町 女川町復興計

画策定委員会 

◆基本目標 「とりもどそう 笑顔あふれる 女川町」 

◆復興方針 ①安心・安全な港町づくり＜防災＞ 

②港町産業の再生と発展＜産業＞ 

③住みよい港町づくり＜住環境＞ 

④心身ともに健康なまちづくり＜保健・医療・福祉＞ 

⑤心豊かな人づくり＜人財育成＞ 

H23～Ｈ３０【8年間】 

復旧期 ～H24（2年間） 

基盤整備期 ～H27（3年間）

本格復興期 ～H30（3年間）

8/10 復興計画（案）が

最終答申 

9/１５ 議会で議決し計

画策定 

石 巻 市 石巻市震災復

興ビジョン「有

識者懇談会」 

◆基本理念 ①災害に強いまちづくり 

②産業・経済の再生 

③絆と協働による共鳴社会づくり 

H23～H32【10年間】 

復旧期 H23～H25（3年間）

再生期 H26～H29（4年間）

発展期 H30～H32（3年間）

12／22 議会で議決し計

画策定 

東松島市 東松島市復興

まちづくり計

画有識者委員

会 

◆基本方針 ①防災・減災による災害に強いまちづくり 

②支え合って安心して暮らせるまちづくり 

③生業の再生と多様な仕事を創るまちづくり 

④持続可能な地域経済・社会を創るまちづくり 

H23～H32【10年間】 

復旧・復興期 ～H27（５年間）

発展期 ～H32（５年間） 

9/16 骨子案を議員全員

説明会で中間報告 

12／26 議会で議決し

計画策定 

松 島 町 松島町震災復

興会議 

◆復興政策の目標 

①安全・安心の復旧・復興と創造的なまちづくり（都市基盤の復興） 

②町民の命と生活を守る防災まちづくり（生活の復興） 

③東北・宮城を牽引する観光・産業のまちづくり（観光・産業の復興）

H23～H27【5年間】 12／28月計画策定 

七ヶ浜町 震災復興アド

バイザリー委

託 

◆重点項目 ①自然と共存するねばり強いハザード 

②町の文化を継承する美しい景観や街並み 

③未来につながる子どもたちの豊かな環境 

④地域コミュニティの再生と展開 

⑤本町の特性を生かした産業の活性化 

H23～H32【10年間】 

復旧期 ～H25（3年間） 

更正期 ～H27（5年間） 

発展期 ～H32（10年間） 

11/8 前期(Ｈ23～27)

計画策定 

11/14議会に報告 

多賀城市 多賀城市復興

検討委員会 

◆復興構想イメージ ①安心して住み続けられる居住の確保 

②産業の再興と新たな雇用の創出 

③多重防御による安全・安心の確保 

④震災経験の伝承と世界への発信 

H23～H32【10年間】 

復旧期 ～H25（3年間） 

更正期 ～H29（4年間） 

発展期 ～H32（3年間） 

10/26 第5回委員会を

開催 

議会特別委員会に報告し

12／21計画策定 

塩 竃 市 塩竈市復興計

画検討委員会 

◆基本的な方針 ①住まいと暮らしの再建 

②安全な地域づくり 

③産業・経済の復興 

④浦戸地区の復興 

H23～H32【10年間】 

早期復興 ～H27（5年間） 

長期復興 ～H32（10年間）

12／2計画策定 

利 府 町 利府町震災復

興計画策定委

員会 

◆復旧・復興の方向性 ①生活基盤の再建と都市構造の再構築 

②産業・経済活動の再構築と発展 

③安全・安心なまちづくりの再構築 

H23～H28【６年間】 

復旧・再生期～H25（3年間）

発展期～H28（３年間） 

12／26計画策定 

仙 台 市 仙台市震災復

興検討会議 

◆復興の方向性 ①減災を基本とする防災の再構築 

②エネルギー課題等への対応 

③自助・自立と協働・支え合いによる復興 

④東北復興の力となる経済・都市活力の創造 

H23～H27【５年間】 

復旧・再生期～H25（約3年間）

発展・創出期 H25～H27 

9/22中間案を公表 

11/14 第6回会議で最

終案を審議 

11/30臨時議会で議決 

名 取 市 名取市新たな

未来会議 

◆復興の目標 

①互いに支え合い，強い絆で結ばれた暮らし 

②地域資源と仙台空港を生かして集積・連携する産業 

③多様な世代が未来を感じて，安心して暮らせるまち 

H23～H29【７年間】 

再生期 

展開期 

発展期 

8/23 

提言書を市長報告 

10/11 議会で議決し計

画策定 

岩 沼 市 岩沼市震災復

興会議 

◆基本理念 

①チーム岩沼，オール岩沼，オールジャパン 

②歴史を大切にした安全・安心な市域づくり 

③岩沼の個性，特性を活かした産業の再構築 

④時代を先取りした先進的な復興モデル 

H23～H29【7年間】 

復旧期 H23～２５ 

復興期 H24～２７ 

発展期 H25～２９ 

8/7答申 

（震災復興計画グランド

デザインの提言） 

８／７計画策定 

 （議会報告済） 

  

亘 理 町 

亘理町震災復

興会議 

◆基本理念 安全・安心・元気のあるまち 亘理 

～亘理らしさを守り・生かした町民が主役の復興まちづくり～ 

◆基本方針 ①「安全」と「安心」を確保するまちづくり 

      ②「暮らしやすさ」と「亘理らしさ」があふれるまちづくり

      ③「なりわい」と「にぎわい」のまちづくり 

H23～H32【１０年間】 

復旧期 H23～２５ 

再生期 H2３～２７ 

発展期 H2６～３２ 

12／14 議会で議決 

12／16 計画策定 

山 元 町 山元町震災復

興有識者会議 

◆基本理念 

①災害に強く，安全・安心に暮らせるまちづくり 

②だれもが住みたくなるようなまちづくり 

③つながりを大切にするまちづくり 

H23～H32【10年間】 

復旧期 H23～２５ 

再生期 H25～２８ 

発展期 H28～３０ 

8/28 最終の有識者会議

に土地利用構想案を提示

12 月議会で承認を得て

12／２６計画策定 
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